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は じめ に
　（1） 本稿は ， 1870年代の ドイ ツ 徒弟制改革 と実業教育 Gewerbliche　Bildungi） 看こ関す
る議論の 特質 を ， 主 と して社会政策学会 Verein　fUr　Soc（z）ialpolitik（1872年成立 ）の
議論 ・ 取 り組 み に 即 して 明 らか に し よ うとす る もの で ある 。
　 こ こ で 1870年代 の 徒弟制 ・実業教育論を検討す るの は ， それ が 1869年 の 徒 弟 制 立 法
（営業令徒弟条項）の 成立 に よる近 代 ドイ ツ職業教育の 社会史的 ， 制度史的構造 （デ ュ
ア ル シ ス テ ム ）の 形成 2）直後 の 議論で あ り， 1869年体制の 教育史的展開 （具体化）過程
と見 な され る か らで ある 。 また ， 本稿で社会政策学 会の 実業教育論 を取 り上 げ る 理 由
は，第 1 に， そ こ に は主 要な徒弟制 ・実業教育実施主体 の 代表 （弁）者 （学者 ， 各社会
層，行政関係者）、が 参加 （表参照） し， 彼 らが徒弟制の 実態把握や実業 ・補 習学校立法
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の 制定や修正 の媒 介をな した こ と， 第 2 に ， 19世紀末以降の 職業教育学成立 前の 最初 の
本格的な徒弟制改革論や実業教育論議の展 開 ， デ ュ ア ル シ ス テ ム や職業学校の 理論 の 初
期的形成が確認 され る とい うこ とに ある。
　（2）　ドイ ツ職業教 育史 に おけ る 1870年代 （19世紀後半）の徒弟制 ・実業教育問題の 研
究に関す る主 な先行研究 は ， 経 済史 ・社会政策史に お け る研究
3）が圧倒的な量 を誇 っ て
い る 。 他方 ， 徒 弟の 教育や訓練に 関す る学校史 ， 理 念史視角か らの研究
4） も多い 。 さ らに ，
近 年， 社会史的職業教育史に お ける徒弟制 ・実業教育問題の研究
5）
も活発で ある。
　し か し ， 経済史 ・ 社会政策史分野の研究は ， 言 うまで もな く徒弟制問題を 労 働 市 場
（労使関係）， 経済政策形成上 の 問 題 と して 扱 っ て い る の で ， 学校 （職業）教育制度全体
との 関連 で把握する視点 が見 られ ない 。 逆に ， 学校史研究の 場合 ， 当時の実業 ・ 補習学
校問題を営業令 （営業 自由）・徒弟制改革 との 関わ りで把握 し ， また ， 徒弟や年少者の実
業教育全 体の 中で 位置づ ける こ とに難点があ っ た 。 こ れ らの 限界の 止揚が期待 され る社
会 史研究 に して も， 現在 の とこ ろ ， 青少年の イ デオ ロ ギ ー形成， 政治的支配 とし て の 実
業教育政策批判の 視点が強調 され ， 労働力形成 ， 技能教育の 角度か ら見た デ ＝ ア ル シ ス
テ ム の 分析に弱 い 。
　そ こ で ， 本稿は ， それ ら先行諸研究の 到達点 と問題点を踏まえ ，   1870年代の 徒弟制
が 1869年営業令体制 の枠 内で ， ある い は それか ら解放 され ， どの よ うに （実業）学校制
度 改革問題に 関わ っ た か （接近 したか ）， また ，   逆に ，実業学校 （技術教育）制度改革
の 試み が徒弟制や手工 業者 ・工 芸家 の養成問題を どの よ うに 位置づ けた の か を ， 主 とし
て 社会政策学会 の 審議過程 ・内容に 即 して検討す る もの で あ る 。
1． 1870年代の 実業教育問題
　 まず ， 1870年代 の徒弟制問題 ， 実業教育論議の 背景に つ い て 考察す る 。
　（1） 第 1 に ， 中等学校 （中級 ・下級技術者） レ ベ ル の 実業 ・技術教育改革が行わ れ る
1878年前後の 実業専 門諸学校の 高揚は ， 必然的に そ こに おける徒弟制の位置づ けを再 検
討 させ る こ とに な っ た 。
　1870年代前半は， 地方実業学校 Provinzial−Gewerbeschule6）が 1870年改革に よ っ て
そ の上 級機関 （ポ リテ ク ニ ヅ ク ）に 進学準備 コ ース とともに 専門課程を 設置 し た後 も完
結 した職業教育機関た りえなか っ た よ うに ，「技術教育の どん 底」
“ Tiefpunkte ” 7） と呼ば
れ る状況に あ っ た 。
　しか し，1876年 フ ィ ラデ ル フ ィ ア 万博に 参加 した Franz，　Reuleauxs が ドイ ツ産業 と
そ の 製品の 技術 レ ベ ル の 立 ち遅れを指摘 して
8） 以降 ， 急速に 技術教育 ・ 実業学校論議が
巻 き起 こ る。 まず ， 学界で は ， フ ラ ン ス ， ベ ル ギ ーな どの 徒弟制 ， 学校実業教育に詳し
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か っ た歴史学派国民経済学者 K ．BUcher （フ ラ ン ク フ ル ト）が実業学校論を展開 9）し ，
プ P イ セ ン 下院 Abgeordnetenhaus で は ， 1877年に ， 国民 自由党 Wehrenpfennig 議員
が技術教育の 発展， そ の ため の技術數育制度 の 商工 省か ら文部省 へ の 移管に 関 す る 動
議
1°）を提 出する に 至 る 。 そ して ， 彼の 指導下で ， 1878年に 地方実業学校の 再改革 （9年
制 ア カ デ ミー準備学年 と 6 年制準備学年後の 2年制専門学 校 との 分離）が な され ， 1879年




　 こ の よ うな状況を 反映 して ， 1870年代後半 よ り実業 ・専門学校の建設が急速 に進む 。
1938年現在の 全 ドイ ツ の 実業専門学校 （303校）の うち ， 85校が 1878年 まで に ， そ して 133
校 が 1878年 か ら1914年の 問に 設置され て い た の で あ る11）。
　 （2） 第 2 に ， 1870年代 に ， 民衆学校終了後 の 徒 弟 学 校 で あ る 補 習 学 校 Fort．
bildungsschule の 義務化 （徒弟教育の公的学校 へ の 吸収） が進行す る 。 補習学校は ，
16世紀以来 の 宗教的 日曜学校系列で 発展 し て きた 一般補習学校 と17世紀以 降の 実業的 日
耀学校 ， 製図学校 ， 手工 業者学校な ど実業学 校系 列 の 実業補習学校 とが別個に 発展に し
て い た 12）。 そ して ， 1869年営業令第 106条 の 補習学校規定 ， 「…地区条例に よ っ て ， 職入 ，
助手 ， 徒弟…は ， 地区補習学校へ 通学す るこ とを義務づ け られ ， 雇主 ， マ イ ス タ ーは通
学に 必 要な時間 を与え る よ う義務づ け られ る」13 ）とい う条 項の 成立 後 ， 各 ラ ン トの 補習学
校就学 義務の法制化 が急速に 進行 する 。 例 えば ， ザ ク セ ン は 1873年 に ， ヘ ッ セ ン は 1874
年に ， ザ ク セ ン ・ワ イ マ ール が1874年に ， 各 々 最初の 義務制を導入 して い る14）。
　（3） 第 3 に ， 工 場徒弟制や大工 場 で の 実習ij　Lehrwerstatt 訓練の展開15）に よ っ て徒
弟制，特に 手工 業徒弟制 の技能労働 力の 独占的供給体制の 危機が進行 して い た 。 その こ
とに よ っ て ， 手工 業徒弟の 工 業 へ の 移動 ， 工 業徒弟の 漸次的増大が 目だ っ て くる。 例 え
ば ， よ く引用 され る 1908年の プ ロ イ セ ン政府の 調査結果に よ る と， 1，475事業所 の 1871年
か ら1881年の 間 に 訓練を受けた工 場熟練労働者14， 616人の 内， 55．8％が手工 業出身者で
あ り， 44．2％が工 業 出身者で あ る16）。
　（4） そ して ， 第 4 に ， 徒弟制 の 賃労働的展開に よ・っ て ， 徒弟関係 （拘束的， 身分制的
教育関係）その もの が動揺す る 。 1845年プ ロ イ セ ソ 営業令に 見 られた養成契約 の ツ ン フ
ト （1869年令前 の 手工 業者同業組合）に よる管理規定 ， ツ ン フ ト入会義務規定，職人 ・
マ イ ス タ ーの資格規定 などの 撤廃は ， 養成関係 Lehrverhaltnis の 賃労働関係化， 徒弟
側か らの 契約破棄， 徒弟逃亡 の 続発を助長 す る 17）。 つ ま り， 1869年 令徒弟条項 （第 115か
ら 126条 まで ）の第 119条は 「徒弟は マ イ ス タ ーの 父親的教育 V註terliche　Zucht の 下
に置か れ」 る と規定す るが ， 他方 ， 第105条 は 厂独立営業者 とその 職人 ， 助手 Gehilfen，
徒弟との 間 の 諸関係の 確定は ， 自由な協定の対象で あ る」13）と宣言 して い た の で あ る 。
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　（5） 第 5 に ， こ の よ うな状況下 で の 教育学の 実業教育へ の 関わ りの 問題が 指 摘 さ れ
る 。 「職業諸学校の 出現に よ っ て …教育学に とっ て は ， 新た な本質的な任務が生 じる こ と
に な っ た 。 しか し， こ の 任務は ， …一般に は 認め られ なか っ た」の で ， 「Beuth ，　Nebenius ，
Kunth
，
　 v ．　Steibeisな どの ラ ン トの 実業行政 官吏 ， 実業組合 Gewerbeverein ， 総合技
術協会 の 人 々 ， 神学ig　Semler，　Hecker の よ うな各都市の 多 くの 学校創設者が ， 当時の
教育学 か ら彼 らの 新 た な意図の た め の 言 うに 値す る刺激 と励 ま しを引き出す こ とな く彼
らの 諸学校を作 っ た の で ある」
18）
。 この よ うに ， 「公認職業教育学 offiziere 　Padagogik　der
Berufsausbildung も疎外 された ままで あ っ た か ら， （実業教育 ：補注）問題は 専 ら社会
政策上 の 問題 に な る の で あ っ た」
エe）
。
II．　 1870年代 の 徒弟制度と社会政策学会
　そ こ で ， 社会政策学会の 徒弟制改革の 取 り組 み， 実業学校問題に つ い て の関わ り， 学
会 とし て の 改革案の 形成過程を整理 して お く。
1．　 社 会政 策学 会 の徒弟制 ・ 実業教育問題 の 取 リ組 み




ハ ン ブル ク実業会議所は ， 早 くも1874年 4月に ，「ラ イ ヒ
営業令第 6 章 （イ ヌ ン ク条項）修正 案」 （同書記長J．Brinckmann ， ハ ン ブ ル ク の 編集者
J．F．　H ．　Dan．　nenberg らが起草）21〕に お い て 「イ ヌ ン ク （1869年令後の 手工 業者 の 同業
組合 ： 補注）に よる徒弟制度 の 規制 と監督」を提言 し論議を リー ドす る 。
　こ れ に 対 して ， 社会政策学会は す で に 1874年に 会誌第 7巻 （Bd ．7）
22）
で ， 徒弟を含む
労働者 の 労働契約破棄に対す る処罰に つ い て の 検討（G ．Schmoller，　 M ．　Hirsh，　 L．・Bre・
ntano な ど の 所見）を行な っ て い る 。 そ の 課題テ ーマ は ， 「契約破棄 の 諸結果 に つ ：い
て 」， 「契約を警察 に よ っ て ， もし くは 刑法に よっ て 保護す るか どち らが好 ま しい か 」 と
い うもの で 　あ っ た 。 当時の 問題 の 焦点 は 徒弟養成契約 の破棄 とその 規制の 方途に あ っ
た 。 また ， 1875年 7 月に ， 学会 は 社会政策学会の 徒弟制度改革に 関する所見集 （v ．K6nnig
ら 3 人，主工 場手工 業者代表 2 人 ， 商業会議所代表 J、Schulze， 印刷工 な ど労働組合代
表 3 人を含め 合計16人 の所見） （Bd ．10）を刊行す る 。 その ア プ ロ ーチ は ， 「旧営業法
（1845年法）廃止後， 大工 業 と小工 業 の 徒弟の 状況 に どの よ うな変化が見 られた か 」，「
立 法 は い か に促進的に 作用 す るか 」 な ど， や は り立 法論的なもの で あ っ た。
　（2） 他方，学会 は ， ラ イ ヒ 官房庁 の 工 場 労働者 ・職入 ・ 徒弟の 状況調査
17）
の 実施（1875
年） に 協力 し ， 徒弟制の 状況 の 正確な確認や具体的方策を探る。 こ の 調査 と そ の 公 袤
（1877年）が ， 学会 の意思決定 と議会各 フ ラ ク シ ョ ン の 法案作成を促進す るこ とに な る 。
学会は ， 1875年 10月 に第 3 回総会 を， 1877年10月に 第 5 回総会を開き，徒弟制度改革に
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関する審議と決議 （Bd ．11）23）， そ し て 営業令修正の 論議 と決議 （Bd ，1の鋤 を行 う。
　実業学校論 は ， よ うや く， 議会 で の 修正 営業Ap成立後の 1879年に ， 実業補 習学校問題
に 関す る所見集 （7 つ の所 見 ： Bd ．15）25）と して 開陳 され る 。
2．　 学 会の徒弟制改革案 と識会法案
　で は ， 徒弟制改革， その 立法上 の 規制の 内容は どの よ うな もの で あ っ たか 。 第 3 回社
会 政策学会総会 に 見 られ るい くつ か の 潮流 とラ イ ヒ議会 の各 フ ラ ク シ ョ ン の 徒弟剃 ・ 霙
業学狡政策 26）を対応 させ なが ら， 主 と して 徒弟舗規制の あ う方 ， 徒弟 （養成関係）観 と
い う点 か ら類型化 して み る 。
　（1） 第 1 に ， 手工 業者の 利益を代袤す る ・ ・ ン ブ ル ク実業会議所 の J．Brinckmann の
テ ーゼ と， カ ト ジ ッ ク 保守の 中央党の 法案 （1877．　3．　19．　Graf．　v ．　Galen 他76名 の 動議
：Aktenstuck，　Nr．　74）が ある 。 ハ ン ブ ル ク実業会議所 は ， 1873年不況 期に 顕在化 しfc工
業生産姓低下 の 主要な原因を労働者 の手工 業的職業意識の 欠落に 求め る。 そ して 厂多 く
の 労働者の 不道徳な意思は ， 全 く根本的に は 現在の 権利保護の 状態 に よ っ て 」助長 され
て い る （Bd ．10．　S．208）が故に ，　 Brinckmann は 「徒弟制度を規制 し監督す る 当 局 的
権 限を備 えた機 関 （雇主 ・被用着参加 の イ ヌ ン ク ：補注）の 設置」を提案す る （Bd．　ii，
S．119）。
　申央党 も 厂営業 自由制限 に よ る手工 業老階級 の保護 と向上 ， 徒 弟 ・職人 とマ イ ス タ ー
の 関係の規制」 を主張す る 。 そ の上 で ， 彼 らは ， 厂徒弟に ふ さわ しい 学校」 で の補習教育
の 保障 ， 「地区職業事憐を考慮 した補習学校就学業務や各職業の 裁量 を保障 した実 業 専
門学校 と実習場 の発劉 を震張 L ， 補習学校就学の 画一的強鴛 手工 業分野 へ の 適用に
反 鮒す る 。
　（2） 第 2 の Dr 。　Sch6nberg （チ ＝ 一 ビ ン ゲ ソ ）の テ ーゼ と保守党 の 法案 （1877．3，3．
Seydewitz 他36名の 動議 ：Aktensttick，　Nr．23） は ， 国家関与 の 立場 を強調す る もの で
あ る。 Sch6nberg は ， 「徒弟は ， 原則 とし て 彼の職業や彼の 養成主 の 選択 に お い て ばか
りで な く， 筱 の 親や後見人 との 関係 に お い て も禾熟な人格」で あ り， そ の親 に して も「自
分 の こ ど もの将来 よ りも現在を ， よ りよ き課繰よ りも卿時的な稼ぎを考 える」 （Bd、葺 ．
S．127）とい う理由か ら， 雇主 ， 親 の 利己主義的徒弟利用 を制約 し， 徒弟を公 的に 監護す
る fUrsorgen 機関 （就学義務制に よ る補習学校）の必要性を訴 え る 。
　つ ま り， 「鬮家権 力， 雇主 ， 被用 者の 代裘者か ら構成 され ， 徒弟制度 を規制 ・監督 し ，
徒 弟関係に醗わ る紛争を裁定する特溺の 当局機闘の 設置」（Bd。11．　S．138）が提 案 され
る 。 また ， 議会 で は ， ビス マ ル ク党 の ドイ ツ 保守党が ， 年季中逃亡徒弟の 罰金 ・ 警察 に
よる強制送還 （第122条 a）な ど， 行政権力の 徒弟制関与 ， 徒弟監護を主 張す る。
　（3） 第 3 に ， 労働組合関係の 見解 として ， Fr．　Liebauの テ ーゼ と社会民主 労働党の 法
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案 （Fritzsche，　Bebel 他10名 と他 v ラ ク シ ョ ン の 議員 3名に よる動議 ： 187Z　4．　11，　Ak．
tenstuck
，
　Nr ．　92）が ある 。　Liebau の 蓬案は ， 「徒弟劉度は ， 若い 手工 業者を全面的に 認
練し ， 母国の 工 業に 有能 な訓練 を受 けた 労働力を供給する任務を遂行す るた め ， 技術的，
経済的，道徳的観点か ら抜本的改革が必 要」と考え ， 新 イ ヌ ン ク をギ徒弟轗度を監視 し，
専門学校を設置 ・ 監督」す る と位置づ ける （Bd ．11， S．　144） な ど ， 手工 業者の 主 張 と共
通点 を有す る こ とが特黴的で あ る。
　 他方 ， 社会昆主労働党系 の法案は ， 18歳以下の工場労働者 ， 店員， 徒弟 の補習学校就
学義務 ， 労働時間 （10時間）内の 教授 （第129条）， 養成契約の 書面締結と実業裁判所で
の承認 （第131条）な ど， 徒弟麗係の 労働関係 として の 確立 を蔚提に した補習学校の 義務
化を明確に 展望す る もの で ある。
　労使協調主義の 少数派組合 （Hirsch．　Duncker 組合） の 政党で あ る 進 歩 党 の 法 案
（Hirsch 他29名 ：1877．4．14．　Nr．107） も， 営業自由の原則か ら 「徒弟 ・養成主関係を
刑法的 ， 警察的手段 を排除 して ， 有効な賠償請求に よ っ て よ り強力に飆織する こ と， ……
工 場年少労鋤者保護規定を…徒弟に も拡大する こ と」を前提に ， 厂徒弟と少年労働者の 義
務制補習学校 の 設置 を全 ラ イ ヒ の 各職業地区で め ざすこ と」， 「ドイ ツ 実業 の 生産能力向
上 の た め に 専門学校 と実習場の 設置及 び徒躬博覧会の 開催を全 ラ イ ヒ的に ……め ざす こ
と」 を提案す る。
　 （4） 第 4 に ， 自由派 の 提案 と法案は ， 下記第 3 ＠総会の 決議に 近 い 。 国民 虞由党の 法
案 （Rickert，　Wehrenpfennig他 74名 ： 1877．3．24．　AktenstUck ，　Nr．77）は ， 新 設 され る
べ ぎ 「主務当局 （市町村当局 もし くは 実業仲裁裁判所）に よ る逃亡 徒弟の 送還」 を捷案
して お り， 徒弟制へ の 行政建力 の 関与を容認する内容 に な っ て い る e
　 他方 ， 自由派の 中で ， 産業資本主義の 発展 の 立場か ら最 も徹底 した 徒弟制改革案を提
起する の ts　BUcherで あっ た 。　 Bitcherは ， 徒弟に 厂実業生渚の 要請に 癒 じた全面的譲練
を与えるため ……民衆学校 の抜本的再編 ， 15歳まで の 就学義務の 延長 ， ……各職業に よ
っ て専門化 された実銭 に結び つ い た国庫助成に よる実業補習学校の 設置 ， ……それ との
結合 の下で の 実習場 の設置……」 （Bd ．11，　S．146）を主張す る。
　こ の よ うに ， 手工業的職業自治論， 国家に よる徒弟監護論 ， 労働組合規制 （労働協約
化）を想定 した 養成関係の 労鋤関係化論 ， 産業資本の 個別的規鯏 （鴬業自由）論な ど各
社会層の 利害を代表す る相異 っ た徒弟制改革論が 展開された 。 そ して ， 自 らの 徒弟制の
掌握の 程度に 応 じて ， 補習学校義務拡大論 （保守派 ・黶家と労饑継合 関係者）や その反
封論 （手工 業者層）が示 され た。 しか し ， どの 立 場 も多か れ少 なか れ ， 徒弟制規制 ・ 監
督 の た め の 屡家機関や立法の 介入 （実業 ・ 補習学校の 捉進）を認 め て は い た 。
3． 学会論議 ・議会審議 の 収束過程
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　（1） 縫弟擬 の解消 ， 実業学校に よ る代替化の 方向を探 る 8 恥 her は ， 第 3 園総会 で ，
彼の発籥を封殺 し よ うとす る E．　Nasse の勳議 と基本的に は上 記第 1の グル ープを代表
す る学会指導考　Schmollerらの手工 業分野 の 実業 （補習）学校設置消極論 とに直面 し ，
最終的に は実業諸学校の設置促進で 一致す る Brinckmann ，　Liebau と ともに ， 「本会議
は ， 我 々 の 動議に 提案され る補罌学校制度の 問題に つ い て民衆学校劇度 ， 補 習学校就学
強制 ， 樊業専門学校 や実習場の 設置と結 び つ けて ， 学会 とし て の 所見集を作成する こ と，
次の 総会 で審議す る こ とを委員会に 委ねた い」 （Bd ．11， S．180） との 動議を提 出する 。
　同総会は Sch6nberg の提案の大筋を受容 し， ユ）齧家権力の 関与する徒弟驀 度の 規制・
監督， 争議仲裁機関の 設置 ， 2）最低 1 か 周の 試用期間の導入 ， 3）書面契約とその 当局 へ
の 登録の 義務 ， 4）不 法な養戎契約破棄に 対す る罰聽 の 導入 ， 5）徒弟に ふ さわ二し い 学 校
（補習学校）で の十分の 正 規の 教授 ， 6）18歳以下の 労働者の工 場で の 常雇 の禁止 （補 翌
学校通栄保障）， 7）年季満了後の 修了証の 発行な どを決議す る。 同時に ， Brinckmann ，
Bticher
，
　Liebau の 合同動議も取入れ られ た （Bd ．11，　S．185）。 しか し ， 1876年 9月 の第
4 回総会が議席変更問題 の議諭 に 限定 （総会議事録 なし Bd ．188，　S．25）された た め ， 合
同動議に 関する 議論は 行われ なか っ た 。
　（2） 次い で ， 1877年10月の 第 5 回総会 で は ， 手 工 業で な く， 大工 業で 働 く少年労働者
の た め の 「実業学校劇度， 特に 実習場 と蓴門学校 に つ い て の 扇家 と脅治体 の 一層強 力な
取 り組 み」な どの 提案を含む Schmoller の テ ーゼ （Bd ．14．　S．194−195）， 専 門学校の 性
格 を もっ た 補習学校の 促進を訴 える Dannenberg の 提案 （Bd ．14．　S．225）， そし て 厂義
務制補習学校と専門学校， 実習場 などの 活発な振興」 を要求する Max ，　Hirsch の 提案
（Bd．14．　S．228）が ， 各 々 審議 され た 。
　 しか し， Dannenberg 案は論議の 過程 で撤回，　 Hirsch案は審議の 末否 決 とな り， 結
局 ， Schmoller テ ーゼ の 内， 「……我 々 の実業生活に お い て生 じて い る聞題点を ， 薪た
な現 代附技術や我が時代の政治 ・ 道徳理 念に即 L て ， その精神に お い て 統一的な法秩序
に よ っ て解決す る こ とを試み る」べ きで ある とい う原則 の み採択 されたに す ぎない 。 こ
こ で も r実業学狡讎度， 蒋に 実習場 と専門学校に つ い て の圏家 と自治体の 一層強力な取
り組 み」 （Schmolle テ ー ビ）の 具体化は先送 りされた 。
　〈3＞ 他方，議会で は ， 上 認各 フ ラ ク シ e ン の 案の 委員会で の審議の 後， 1878年 2 月 23
目に ， v ．　Bismark の 修正営業令 （第 7 章 ：徒弟制規制に 関する修正 ）と実業裁判所 法案
が提案港れ る。 そ して ， 前者の み が可決され る 。 こ こ に ， 養成契約の 書遍締結義務， 解
約告知 （4 週前）， 試用期間 （3 か 月）の 導入 ， 逃 亡徒弟の 警察に よ る強制送遼な どが 導
入 され ， ラ ソ ト法上 の 規定 なき場合の 18歳以下の 全少年 ・徒弟に 対す る地 区条例 に よ る
補習学校就学義務 13）が 改め て強化され る こ とに な っ た 。
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　こ の よ うに ， 政策学会の 試み や議会で の 論議は ， 1869年営業令 （営業自由 と
一定の 営
業制限）の 枠内で ， 行政権力 （営業警察）の 権限や 介入 を強化す る こ とに よ っ て ， 徒弟
鰯度を再編 ・安定化 し， 補習学校就学 義務を前進 させ た の で ある 。
III． 徒弟制教育 と実業学校の 教育的意義づ けをめ ぐっ て
　で は ， こ の 間の 徒弟制改革 ， 営業令改革の 一環 として の 実業教 育論は ， どの よ うに 徒
弟制へ の 教育学的評価 を な し ， 実業学校問題に接近 した の か 。 こ こ で は ， 主 とし て 上 記
1879年の 実業補習学校問題に 関する所見集 （Bd ．15）の第 3 テ ーマ ， 実 業 学 校 ， 実 習
場 ， 補習学校 と伝統的作業場 内養成 との 関係に 関す る議謝 こ即 し て 検討す る 。
1． 実業学校 ， 実習場 ， 実業 （補習）学校 の 教育 的意義づ け
　徒弟制の実業 （補習）学校に よ る代替化， 新た な実業教育機関の 教育的意義づ けは ，
BUcher ら工 業化論者や保守派 の 補習学校家 な どに よ っ て行わ れた 。
　（1） まず， BUcher は ， 「私の 考えに よれ ば，徒弟問題は ， 徒弟 Lehrling と い う言葉
が よ く示 して い る よ うに 根本的に は教育学 の 問題 で あ っ て，雇主 な い し
一般に 工 業の 利
益 の 問題で は ない 。また ， ……警察管理 の 問題 で もない 」（Bd ．11， 157）とい う斬新な問題
提起を行 う。そ して ， 彼 が 1877年に フ ラ ン ク フ ル トで 出版 した 著作 も，な る ほ ど William
Rein の 編集に よ る Padagogische　Studien の 第13巻に 収め られた もの なの で あ る 。
　次い で ， その 厂教 育機能を喪失 して しま っ た 徒弟制」の撤廃 実業教育機関に よ る代
替化が主張 され る 。 L ．　Brentano （ブ レ ス ラ ウ）は ， 近代職業教育に お げる技術的 知識 の
教授 の 側面を重視す る立場か ら， 「技術の 知識は た い て い 従来の 職業実践 に 限定 され ， か
つ こ の 実践 は 全 くしば しば技術科学に よ っ てす で に 正 しい と認め られ て い る もの の 背後
に 追い や られて い る 。 必要 と思 われ る こ とは ， 教育手段 と し て の 徒弟制度の 撤廃 ， 教授
時間 と して 活用 され て い る限 り， 養成期問 （年季）の 短縮及びそれ を実業学校に 置 き換
え るこ とで ある」 （Bd ．10．　S．67）を主 張する 。
　また ， Bttcher は ， 徒弟制 の 技能教育 （熟練形成）機能 その もの 喪失 と， それ に 代わ
る 「特別 の 機関」の意義を訴 え る 。 つ ま り， 「徒弟が正 しい ， か つ 目的に か な っ た方法で
訓練 され る こ とは ， 一般 に 今 日の職業経営の 場合 もは や 不 可能 で ある。 我 々 は ， 徒 弟訓
練 を原則 として 作業場 Werksatte の実践 か ら切 り離さね ばな らない 。 そ して ， 徒弟訓
練の 特別 の 機関 （実 習場 ：補注）を作 らね ばな らない 」 （Bd ．11，　S．159）の で ある 。
　さ らに ， K ．　M611er（機械工業関係企 業株主）は ， 技 術的知識の 教 授機関 （実業専門学
校）と技能教授施設 （実習場 ）の 教授学的結合を展望す る 。 とい うの は ， 実業専門学校
の 実習場や実践労働 との 結合は 「生徒が新たに 獲得 した知識 Wisse皿 を常に 直 ち に 能力
K6nnen に 転化 し，彼 らが基本的か つ 全面的 ， 実践的に 訓練 され ， 彼 らの 生計の獲褞を
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可 能にす る の に 必要で ある」 （Bd ．15 ，　S．148）か らで ある。
　（2） 他方 ， 徒弟制の存続 を前提に した補習学校 も， そ の職業陶冶機能 ， 一般陶冶 の継
続機能 の 両面か ら， 意義づ けが な され る 。 まず ， W ．　Weicke （上級ギ ム ナ ジ ウ ム 教師）
は ， 徒弟制の よ うな個別実業教授 よ り 「教育学的根拠 か ら・…∴学校教授に お い て の 方が
全 く よ りよ く与え られ るか ら， 実業補習学校 の 設立 は必要物 とみ な され る」 と言 う．（Bd ．
ユ5， S．88）。
　ま た ， 徒弟へ の非実業的補習の 意義 も指摘された 。 民衆学校 ， 一般補習学校 ， そ して
そ の 後の 実業 （補習）学校 の 接続関係を構想する J．Kirchhoff （ラ イ プ ッ チ ヒ市立少年
補 習学 校）は ， 補習学校 の 第一義性 を訓育の側面に 置 き， 厂実業陶冶が陶冶
一般や民 衆学
校陶冶の 後の 全継続陶冶 と同義に 扱われるべ きこ とを意味しない 」 （Bd．15，　S．　69） とす
る 。 そ し て 彼は ， 「国家， 社会は ， 青少年が不道徳や粗暴か ら保護され る よ うな一般義務
制補習学校の 存在に 特別の 関心 を持 つ 」べ きで ある （S．73− 74） とし ， 公的学校 に よる
徒弟教育を論拠つ げる 。
2．　専 門学校 ・ 実 習場 と伝統的養 成制度の 補完 関係
　 しか し ， こ の 時期 の 議論に お い て，補習学校で あれ ， 実場場で あれ ， 新 た な実業教 育
機 関は ， あ くま で も作業場 内教育 の 補完物 と見 な され ， その よ うな意味で の デ ュ ア ル シ
ス テ ム が主張 され る傾向に あっ た 。 そ して ．その 主 張の 根底に は ， 多か れ ， 少 なか れ，
徒弟制固有の 教育的価値を擁護す る思想が 手工 業者や一部補習学校家に 共有 されて い た 。
　〔1） まず ， 徒弟制 に よ る訓育，職業 工 一 トス の 形成作用 が再 評価され る 。 Schmoller
は ， Bttcherの 徒弟教育の理 論化 ・ 学校化の 主張の 最 も対局に 立 つ 。 彼は ， 「全 徒弟制が
明白に 国民教育 シ ス テ ム nationales 　Erziehungssystem の
一部と して 把握 され ， 国家
が こ れ まで とは 相 当異な っ た手段を講ず べ きこ とを要求す る」 （Bd ．11， S．168）。 そ し て ，
「堕落 した徒弟制 ， そ の 児童労働へ の 解消」「に 対抗 し て ， 1 つ の 強固な制度が成長 中の
下 層及び 中間階級 の 実業青少年 を等 し くし っ か りと掌握 しな けれ ぽな らず ，
……また 訓
育 の倫理 的思想が……現在の 生産 の 中に入 り込み ， ……一方で生 産が ， 他方で 実業教育
と人 間教育が……立法上 発 展的に 再 編 されね ぽな らな い 」 （同）の で あ っ た 。
　実業補習学校実践家 で あ る v ．Steinbeis（シ ュ ト ゥ ッ トガ ル ト）も，　 BUcher の 学校志
向実業教育論 に 対 して，「学校の 過剰評価 とい う点で 我 々 の 時代 と将来 に と っ て 少 な く
な い 危険を…隠す こ とが で きない 。 …… ドイ ツ 国昆は ， に お い て理論方面 が今や全 く実
践 的 ， 生 産的方面 の 優位に 立 つ とい う見解を持 っ て い る」 （Bd．15，　S．5．） と批判す る 。
　 さ らに ， 専門学校 ， 実習場の拡大を主張 して い た H 量rsch で さえ ， 徒弟の 「身体的，
職業 ・道徳的訓練は養成関係の 正 しい 扱い か た に 依存 し て い る」 の で あ り， 養成関係 は
単 な る労働関係で な く「倫理 的 ， 産業的側面」を含ん だ 関係で あ り， 「手工 業 と工 業 の 学
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校」で あ る と考えて い た 27 〕。
　（2） 他方 ， 徒弟制の職業陶冶機能 ， と りわ け職業実践 の専門能力形成機能が固守され
る 。 v ．　Steinbeisは ， 「実習場 と結合 された専門学校が伝統的養成方法に代 わ り う る
か ？」とい う政策学会 の テ ーV に 関 して ， 「伝統的作業場内教育を補完す る よ うな教授」
の提供を構想 しつ つ （Bd ．15，　S．7），「作業場 内養成は ， ……工 場主が基本的 な専門陶冶
を実習場で与える よ うにすれば最 も優れた こ とをな し うる」， 「専 門学校は ， マ イ ス タ 』
の作業場 内教育 と決 して取 り替 えるこ とが で きない 」 （Bd．　15，　S．　S，22） と断言する。
　Fritz，　Kalle （ビ ーブ リ ッ ヒ の 工 場主）も，実習場や専門学校の技術訓練の 専門 ・実践
陶冶機能上 の 限界を指摘する 。 つ ま り， 「若者が ， ……彼 の 職業 と直接関係の ない 事柄を
修得して有資格の 社会 の 完成 された 成員 と して生活に 入 っ て い く」こ と， 「実業教育の よ
く知 られ た 方法に 関して ， 実践的部分 に 対 して理 論的部分が純粋に一種の 加重がか け ら
れ る こ と」は ， 「自分の 専門に 優れ た 手工 業者の 育成を危 うくす る」の で あ り， 「実 習 場
を付設 した専門学校に よる教 育だけ な ら， 仕事の 取扱い か た の実行面 の 熟達が重要な役
割を果た す よ うな職種 Gewerbe に と っ て ， それ は 目的に沿わ ない 」 （Bd ．15 ，　S．57） の
で あ る。
IV， 中級技術者養成 と手工 業者の 実業教育
　最後に ， 実業学校制度改革 ， 技術教育制度改革全体 の 中で ， 徒弟 ・手工 業者， 工 芸家
な ど熟練労働力の養成が どの よ うに 位置 づ け られた か を検討す る。 こ こ で は ， プ ロ イ セ
ン 技術教育制度再編論議， 及 び政策学会 の 1879年所見 集第 4 テ ーマ （実業専門学校 ・実
習場 と兵役問題 ・ 中等教育資格問題 との 関連）に つ い て の 議論か ら検討す る 。
1． 中等実業教育 と初等実業教育 の 分離
　（1） 冒頭 に触れた 1878年の プ ロ イ セ ン 地方実業学校改革の 試 み は ， もと もと， 高等技
術教育 （ボ リ テ ク ニ ッ ク ）に 通 ず る 9年制 コ ース と， 6 年制予備年級 （高等市民学校や
レ ア ル シ ュ
ー レ ）に 構築 され る 2 年制の 中級技術者 mittlere 　 Techniker の 養成 コ ー
ス （学校）の 分離を課題に し て い た 。 そ して ， その こ とを審議する た め に 開 催 さ れ た
1887年 8 月 の 専 門家会議の 決議 は ， 工 芸学校，工 場 マ イ ス タ ー学校 （手工 業者学校）， 建築
学校 な どで 養成 され る 「中級工 芸技術者 は，専門学校以下の 教授や 実践労働に よ っ て訓
練 され る こ とが不可 欠で あ り， こ の 践実労働 が ……実習場 と結合され るべ きか ど うか の
検討は 留保 され る」 （決議第 6）28） とP て ， 実質的に 中級技術者教育か ら手工 業者養成を
排除 す る 。
　つ ま り， ∫．　Schulze （マ イ ン ツ 商業会議所書記）が言 うよ うに ，1878年改革後 の 厂実業
学校 は ……二 重 の意義を有する 。 それ は 個 々 の職種間の 境界 を消滅 させ るが ， 他方で は
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ポ リ テ ク ニ ッ ク の 第 1段 階を登 っ て きた もの と ， 単なる経験的な ， 多 くの 場合 ， 『実際的』
と言 われ る修得 Erlernen の 限界内に と どま る もの との 問 の 境界線を引い た の で ある」
（Bd ．10，　S．117）。
　（2） Schmoller は ， ノ ・ レ ー市議会議員 として ， 1870年代 の プ P イ セ ソ の 実業 （技術）
教育施策に おけ る初等 （下級）実業学校制度 niederes 　gewerbliches　Unterrichtswesen
の 軽視の 傾向を批判する 。 「プ ロ イ セ ン で は ， 下 級実業学校制度 （主 とし て手工 業向けの
：補注）に つ い て驚 くほ どわ ずか の こ と しか行わ れて お らず， ……私 自身は 1870年実業
学校改革の 新た な プ ラ ン と闘 っ て きた 。 ……つ ま り， こ の 実業学校 がポ リテ ク
ニ
ッ ク の
準備学校に格上 げされ る と， 我 々 がなお 徒弟， 独立労働者 ， 下層wr級一一般の 技 術学校を
持 っ て い るわずか の所で は ， 彼 ら （生徒 ：補注）を奪 われて しま う。 高等実業家， 大工
業家の 技術陶冶に と っ て の み 日常的意義を有 し ， 小市民 Kleineleuteの陶冶に は そ うで
な い」 （Bd ．14，　S．192） とい う状況 は 1878年改革に よ っ て も変わ らなか っ た 。
2． 一 年志願 兵 資格 einjahriges 　Dienstrecht
　（1） なぜ ， 徒弟を含む手工 業者の 育成が中級技術者養成学校か ら排除 され ， 作業 場内
養成を基本 とす る不 完全初等実業学校と連結され たの か 。 そ の 学校制度論的 ， 社会構造
的根拠 は何か 。 それ は ， 実践的専門陶冶を基本 とする 「初等」 実業学校は ， 中等（実業）
学校で な く， また ， そ うで あ っ て は な らない か らで ある 。 つ ま り， 中等学校 の 証しで あ
る 大学進学資格 （ア ピ ト ゥ ア ）取得の た め の ギ ム ナ ジ ウ ム 上級段階へ の 進級資格の 授与
は ，
一年志願兵資格 （通 常20歳か ら 3年間の兵役が ， 18歳か ら 1年間に短縮 され る）の
授与を も意味する の で あ るが， それ らが ， 2 つ の 外国語の 修得 を条件づ けて い る 限 り，
初等実業学校に 与 え る の は ふ さわ し くな か っ た の で ある 。
　当時の （ワ イ マ ール 期 まで の ） ドイ ツ に お い て ， 一年志願兵役資格 を持 つ こ とは ， 兵
役短縮 と高等教育 へ の 進学資格を取得す る こ とだけで な く， 予備兵 ・在郷軍将校 の 資格




め の 具体的手続 きは ， 以下の よ うな もの で ある 。 まず ， オ
ーベ ル ゼ ク ソ ダ （ギ ム ナ ジ ウ
ム 上級段階）の 進級資格 （ウ ン タ ーゼ ク ン ダ の 第10学年 ， 15歳で 試験）が要求され る 。
17歳代 の 内に ， 第 1兵役義務年 （18歳） の 4 月 1 日まで に ， 郡軍專委員会 に 資格申請を
行 う。 彼は ， 出生証明書 ， 一年間 の 間志願者の 軍服
・武器 ・ 賄い を 自弁する 能力を宜誓
した親 の承 諾書， 行政官庁の 能力証明書 ， 高等 （中等）学校の 場 合は 校長 ， そ の 他の 揚
合は警察当局の 品行証 明書 ， 学術能力証明書を添 え る
S°）
。
　因に ， 一年志願兵資格が授与で きる （学術能力の 証明がな される）学校は ， 毎年発行
される ラ イ ヒ 官房庁 リス トに 掲載 される 。 1894年現在で ， 1，　019校 が高度の 一般陶冶を行




工工一leotronlo 　 lbra y 　
Japan Society for the Historical Studies of Education
NII-Electronic Library Service
apan 　 oolety 　or 　he 　 lstorloal 　 tudles 　of 　duoatlon
1　 研　究　論　文
　また ， 行政官庁の 能力証明に関 して ， 1875年 9 月28日の 国防規則 §89．6は ， a ．科学 技
術に 特に 優れた 者 ， b．顕著な芸術 ， 機械労働の 能力を有す る者 ，　 c ．領主 の 舞台に 出演す
る者に 一年志願資格 が授与 され る と規定 して い る （Bd ．15，　S．97。）
　  以 上の よ うに ， 学校 （実業）教育 （初等教育後 の フ ル タ イ ム 学校）で あ る限 り，
進学 ・上 級資格授与機関 で ある こ と， そし て それに つ なが る一般教育の 拡張を要求され
る。 下級実業教育は ， 初等教育後の 学校 （当時は hohere　Lehranslten と呼ばれ る）制
度 とどの よ うな関わ りを 持 と うとし た か 。
　Bilcherは ， 「実業教育問題 と兵役義務の ……短縮問題 とは ， …… （実業教育施設 の ：
補注）の 強力 な専門的組識 化た め に も厳に 区別 すべ きで あ る。 兵役期間の
一 般 的 短 縮
は，民衆学校 の 根本的改善を用 い て め ざすべ きで ある」 （Bd ．14，　S．153） と言 う。
　他方 ， ギ ム ナ ジ ウ ム 教師 で ある W ，Weicker は ， 一年志願兵資格取得の ため の
一般教
育 の免除 （認定）に つ い て ， 厂そ の種 の 考慮を請求す る者は ， 彼 の 申請書に 必要 な官庁許
可書を添え， ……初等 レ ベ ル の 知識 の 試験 に 服 さねぽ な らない 。 ……労働者が彼の専門
に 熟達 して い て も， 彼は 一般陶 冶を免除され な い （の で ：補注 ）……実業補習学校， 専
門学 校に実科諸教 科の 実施 を緊急に 勧告すべ きで ある」 として ， 実業学校就学 者へ の 知
的陶冶 と能力 geistige　BildUng　und 　Reife （特に英 ， 仏 ， ギ リシ ャ ， ラ テ ン 語の 知識）
の 証明へ の 対応の た め の 改革 （Bd ．15，　S．97．98）を要 求す る 。
　 しか し ， ベ ル リ ン 歩兵隊指令官 v ．Etze1 は ， 専門学校 ・実習場生 （実業教育施設）へ
の 兵役短縮 の 適用 に つ い て ， 「当該機関の 最 も優れ た生徒で も ， 彼 らが有用 な軍人 に 訓練
され る保障は 与え られ な い 。 同 じよ うに ， 何が しか の 獲得 され た職業遂行 の ため の 技術
的技能は それ ほ ど有効 で な く，ただ下級指揮官 Befehrshaber の 能力程度 で ある」（Bd ．
15，S．64） として ， 上 級職 ・高等教 育進学資格 と兵役服務が促進 され るべ き一般職業資
格 との 違い を明確 に強調す る 。
まとめ
　（1） 1870年代 ドイ ツ 徒弟制改革は ， 徒弟制規制 の 権 限や権利の 所管に関わ る営業令修
正 問題 として 展開 した 。 それ は ， 手工 業徒弟制の 再編 ・復活過程 とい う要素を 内包 しな
が らも， 1869年営業令及 び同徒弟条項成立 に よ っ て付与され た ドイ ツ 職業教育の 基礎構
造 （職業教育訓練 に お ける政策主体 ， 産業資本 ， 手工 業 ， 職人組合的労働組合の複雑な
関与の 複合的制度）の 具体化 ， 実質化過程 と見 な され る 。
　  　徒弟制改革問題は ， 工 業 と手工 業 ， 国家 （国営企業） と工 業 ・手工業 ， 工業資本
家 ・ 手工 業者層 と労働組合の 利害対立を 内包 しな が ら，営業 自由 ・ 養成関係自由を一層
徹底す るの で な く， 熟練形成制度と して の 徒弟関係を行政権力の 関与を通 して 安定化 ・
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再編す る （営業警察の 権限 や補習学校就学の 強化 の）方向に 収 斂し て い っ た 。
　（3） BUcher や Hirsch（Duncker 組合）の よ うに 徒弟関係の 解消 ・解体 を通 して そ れ
を実習場や実業学校制度に 代替 させ る とい う議論 も見 られた が ， 1869年営業令の 徒弟制
（教育）条項 ， 熟練形成機構の 残存 とい う事実 に 規定 され て ， 多 くの 議論 は営業 自由体
制を前提に した徒弟制の 実業教育機能の 再評価，そ の 国民 教育 （職業陶冶 ） シ ス テ ム と
し て の 位置づ け に迫 られた 。
　（4） また ， 徒弟制の 実業教育機能は ， 当時 の実業教育論者 自身が職業実践 の 陶冶 ・訓
育上の 意義づ けを行 っ て い た こ と， さ らに下級 ・手工 業者実業教育が外国語， 実科諸科
目な どの 一般陶冶を前提に して い た専門学校 （兵役資格や高等教 育進学資格
32 ｝
の授与機
関 とす る こ と）に 馴染 まない とい う学校政 策 ・思想 に よ っ て補強 された 。
　 Bticher の よ うに 民衆学校制度 （延長）を前提 に して そ の 後の 継続教育諸機関全体 と
の 接続 ・調整を展 望 しな い 限 り， 徒弟制改革論は 中等学校制度 の 進学 資格試験検定制度
に 阻まれて ， 結局 ， 現実 の 徒弟制 と大学予備 門 として の 中等学校教育か ら区 別 さ れ る
（初等）補習学校 の 提起に 終始せ ざる を えなか っ たわ け で ある 。
　（5） とは い え ， こ の 時期 の BUcher な どの 徒弟制 ・実業学校改革論 の 展開に よ っ て ，
ユ878年修正 営業令成立 と同 じ年 に実習場の 設置 （プ ロ イ ン 国鉄作業場に お け る徒弟養成
の 方法に 関す る商工 ・公務省令）が公認され ， また プ 卩 イ セ ン 議会 で は 1879年 に技術教
育 の所 管を商工 省か ら文部省に 移行す る こ とに よ っ て 技術教 育機関の 拡充 の 基礎が 築か
れ た の で ある 。
　 ま た ， こ の 時期に 形成され た実業教育論は ， 作業場内養成 と補習学校 の 教育課程面で
の 分担関係や 国家公民教育 と職業資格付与訓練 との 統合 ， 補習学校義務強化の 具体策に
つ い て の視点を欠 い て い た が ， 徒弟制に 国民教育の シ ス テ ム の 一部 と して の 位置づ けを
与え ， か つ 補習学校に 職業陶冶機能を 付与 した とい う点で 19世紀末か ら20世紀初め に 職
業教育学 がそれ らの 問題 の教育学的検討を行 う基本思想を なした と言 え る 。 例 えば，
v ．　Streinbeisは ，　 Rttcklin，　 Scharf と並 ん で 19世 紀末の 職業学校の 教授学運動 の 指導者
で あ っ た Pache33）に よ っ て 「実業補習学校の 父」34）と評価 され た の で ある 。 補習学校の
職業学校へ の 展開過程 ， 徒弟を含む全少年男女の 全国的義務制補習学校 の 実現 過程 の 問
題 の 検討に つ い て は ，他 日を 期した い 。
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